
〇3条の許可要件について

要   件

農作業常時従事要件

転貸禁止要件

地域調和要件

農地所有適格法人
 （法人の場合のみ）

〇許可後の手続きについて（許可書発行後）
内   容 備    考

所有権移転の登記 詳しくは法務局や行政書士・司法書士にお尋ねください。

土地改良区での手続き 詳しくは該当の土地改良区にお尋ねください。

固定資産税
法務局で手続きを行うと自動的に納税義務者が変更になります。
賦課期日は１月１日になるので、年の途中で切り替えても期別割などはありませ
ん。

不動産取得税 詳しくは県税事務所にお尋ねください。

所得税・住民税
土地の売買代金等により、税がかかります。
詳しくは税務署や税務課にお尋ねください。

世帯に農作業従事者がおり、農作業が必要な日数について、常時従事すると見込まれるか

申請農地を所有権以外の権原に基づいて耕作等に転貸を行わないこと

農地の集団化、効率化その他周辺等の農地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障がないか

農地所有適格法人であり、その要件を満たしているか（農業従事、農業所得等）

詳   細

法務局で所有権移転登記

土地改良区での名義変更

※譲受人はすべて満たす必要があります

内    容

全部効率要件
経営農地をすべて耕作しているか

耕作に農機具は自己またはリースにて確保してあるか

※他者に耕作してもらうのではなく、譲受人の方が全て自作


